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令和５年度「みやぎ発展税」の活用実績と成果 【概要版】

Ⅰ 「みやぎ発展税」（法人事業税の超過課税）の概要

「みやぎ発展税」は、厳しい財政状況の中で、「宮城の将来ビジョン」（H19～R2）に
掲げた政策推進の基本方向である「富県宮城の実現～県内総生産１０兆円への挑
戦～」と「人と自然が調和した美しく安全な県土づくり」に向けた取組を充実・加速さ
せるため、平成２０年３月に課税期間を５年間として導入したものです。

「みやぎ発展税」を財源として、県内総生産１０兆円の達成を目指す産業振興施策
（「産業振興パッケージ」）と震災時における被害を最小化させる施策（「震災対策
パッケージ」）に鋭意取り組んできた結果、自動車関連産業や高度電子機械産業な
どを中心に企業集積が進んだほか、耐震強化を行った橋梁は、東日本大震災にお
いても落橋することなく緊急輸送道路として機能するなど、多くの成果を生み出すこ
とができました。
令和４年には、課税期間が令和５年２月までとなっていることを踏まえ、これまで

の活用事業の実績や成果、県内の経済情勢や県政を取り巻く環境等を総合的に検
証しながら、今後のあり方を検討しました。この結果、「新・宮城の将来ビジョン」（R３
～R１２）の実現や、デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）、激甚化する自然災害
などの新たな課題に積極的に対応していく必要があったことから、「みやぎ発展税」
の課税期間を令和５年３月から５年間延長したところです。
こうした中、令和５年度には、台湾の大手半導体受託製造企業が国内法人を設立

し、県内に進出することを決定したほか、世界最先端の放射光施設である
「NanoTerasu（ナノテラス）」の本格稼働に向けた態勢が整うなど、富県躍進につな
がる成果が生まれました。

課税期間
第１期：Ｈ２０.３月～Ｈ２５.２月 第２期：Ｈ２５.３月～Ｈ３０.２月
第３期：Ｈ３０.３月～Ｒ５.２月 第４期：R５.３月～Ｒ１０.２月
（いずれも５年間）

超過税率
「みやぎ発展税」導入時の宮城県県税条例第４１条（法人事業
税）に定める税率（＝標準税率）の５％相当額

適用法人
資本金又は出資金の額が１億円を超える法人、若しくは所得が
年４千万円（収入金額の場合、年３億２千万円）を超える法人等

活用の
基本的な
考え方

産業振興パッケージ：
県経済の成長を図るための産業振興に関する施策
災害対策パッケージ：
大規模な災害による被害の最小化に関する施策
※第３期までは震災対策パッケージ

Ⅱ 富県宮城推進基金の概要

▽ 富県宮城推進基金に積み立
ててから、活用することで、そ
の税収額及び使途を明確化

第１期 第２期 第３期 第４期 合計

積立額：A １５７.７ ２２８.１ ２５１.８ ５４.２ ６９１.８

活用額：B
６４.６

（１３６.３）
１６２.６

（１６５.８）
２３４.３

（３０８.６）
５２.６

（２３.０）
５１４.１

（６３３.６）

A－B
９３.１

（２１.５）
６５.５

（６２.４）
１７.５

（▲５６.８）
１.６

（３１.２）
１７７.７
（５８.３）

【基金の積立額と活用額】 （単位：億円）

※１ 「活用額：Ｂ」欄の（ ）内は、みやぎ企業立地奨励金の活用額を指定年度で整理した参考額（指定の翌期以降に交付した
額及び今後交付する見込みの額を含んだもの）

※２ 「Ａ－Ｂ」欄の（ ）内は、「積立額：Ａ」欄の額から、「活用額：Ｂ」欄の（ ）内の額を差し引いた値であり、実質的な基金残高
※３ 各項目ごとに１千万円未満を四捨五入しているため、合計額とは合致しない

Ⅲ 県内総生産の推移等

◆ 県内総生産（名目・実質）
・ Ｒ３の県内総生産は、新型コロナウイ
ルス感染症の影響による落ち込みからの
持ち直しにより、３年ぶりに名目、実質とも
に対前年度比プラスとなりました。

＜ 県内の経済情勢 ＞

◆ 製造品出荷額等
・ Ｒ３の製造品出荷額等は、新型コロナウ
イルス感染症による落ち込みから増加に
転じ、高度電子機械産業が大きく伸びたこ
となどにより、過去最高額を記録しました。
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（億円） 県内総生産の推移
名目 実質

製造品出荷額等の推移



（１） 企業集積促進
［Ｒ５活用額：約３８億６千万円］

▽ 企業立地奨励金をはじめとする積極的な企業誘致施策を展
開し、新たな立地や地元企業の工場の増設等が進捗しました。

（２）技術高度化支援 （旧：中小企業技術高度化支援）

［Ｒ５活用額：約４億１千万円］

（１） 災害に対応する産業活動基盤の強化
［Ｒ５活用額：約３千万円］

（２） 防災体制の整備
［Ｒ５活用額：約６千万円］

◆ 「小学校スクールゾーン内ブロック塀等除却助成事業」
（実績・成果等）
・撤去・改修への交付件数：２４市町９４件[Ｒ５]
・H30の県等の調査で「除却が必要」と判定されたブロック塀の
うち改善されたもの：２３７箇所［Ｒ１～５累計］

◆ 「地域防災リーダー育成等推進事業」
（実績・成果等）
地域防災リーダー養成講習
・ 地域防災コース：４５６人受講［Ｒ５］
・ 企業防災コース：２０人受講［同上］
・ 養成講習等受講者数：延べ１３，８４５人［Ｈ２０～Ｒ５累計］

▽ 県内中小企業の競争力強化のため、技術力や研究開発力、
営業力等の向上を支援し、取引の創出・拡大につなげました。

▽ 多くの県民が利用する施設の耐震化を推進するなど、災害時
における県民生活の安全と経済活動の確保を図りました。

▽ 防災体制の充実に向け、東日本大震災などの大規模な
災害の教訓を生かし、地域の防災対策の中心となる人材の
養成等を実施しました。

（３） 中小企業・小規模事業者活性化
［Ｒ５活用額：約３億８千万円］

（４） 人材育成促進 （旧：人づくり支援）

［Ｒ５活用額：約４千万円]

▽ 中小企業・小規模事業者の持続的発展・成長に向け、生産性改善支
援、事業承継支援や創業・第二創業の加速化に向けた取組を推進しま
した。

▽ 産業界から大学、高校まで一体となり、実践的な研修やもの
づくり産業等の認知度の向上などの取組を実施し、即戦力とな
る人材等を育成しました。

◆ 「みやぎ企業立地奨励金事業」
（実績・成果等）
・交付件数：１６件［Ｒ５］
・立地件数：２３０社[Ｈ２１～Ｒ５累計]
・奨励金による新規雇用者数：２７，２７６人[Ｒ６.４現在]

◆ 「新規参入・新産業創出等支援事業」
（実績・成果等）
・交付件数：１１件[Ｒ５]
・実用化・商品化件数：２３件[Ｈ２７～Ｒ５累計]
あ

◆ 「中小企業等デジタル化支援事業」
（実績・成果等）
・セミナーの開催：３回１４６人[Ｒ５]
・アドバイザー派遣：５２７回[同上]
・交付件数：９８件 [同上]

◆ 「デジタル人材採用・育成支援事業」
（実績・成果等）
・認知度向上支援事業採択件数：２件［Ｒ５]
・新卒者等未経験者向け研修受講者数：２０人［同上]
・中堅層IT技術者向け研修受講者数：４３人［同上]
・高度IT技術者向け研修受講者数：７３人［同上]

２ 災害対策パッケージ ［Ｒ５活用額：約９千万円］ ［※Ｈ２０～Ｒ５活用額合計：約２７億円］

１ 産業振興パッケージ ［Ｒ５活用額：約５1億７千万円］ ［※Ｈ２０～Ｒ５活用額合計：約４８７億円］

◆ 「自動車関連産業特別支援事業」
（実績・成果等）
・生産現場改善個別支援：５社［Ｒ５］
・集合研修：３８社［同上］
・商談成立件数：６８７件[Ｈ２０～Ｒ５累計]

（５）人材確保支援
［Ｒ５活用額：約９千万円］

▽ 専門的な知識や経験を有する人材等の県内企業への環流
（UIJターン）促進や企業の人材確保に向けた環境整備等を支
援しました。

◆ 「宮城ＵＩＪターン助成金事業」
（実績・成果等）
・交付件数：２２件［Ｒ５］
・プロフェッショナル人材の採用：１４６人［Ｈ２８～Ｒ５累計］
※H２８・２９は（６）地域産業振興促進として実施

（６） 地域産業振興促進
［Ｒ５活用額：約３億９千万円］

▽ 地域経済を支える商業の振興や農林水産業の競争力強化
を図るとともに、新たな課題等に対しても機動的に事業を展開
しました。

◆ 「商店街ＮＥＸＴリーダー創出事業」
（実績・成果等）
・セミナー修了者：２４人［Ｒ５］
・交付件数：１０件［同上］
・ネットワークミーティング参加者数：４９人［同上］
促進として実施

◆ 「情報通信関連企業立地促進奨励事業」
（実績・成果等）
・交付件数：７件［Ｒ５］
・立地件数：３４社[Ｈ２０～Ｒ５累計]
・奨励金による新規雇用者数：８６４人[Ｒ６.３現在]

産業振興・災害対策パッケージ合計 ［Ｒ５活用額：約５２億６千万円］ ［※Ｈ２０～Ｒ５活用額合計：約５１４億円］

令和５年度「みやぎ発展税」の活用実績と成果 【概要版】
Ⅳ パッケージごとの実績と成果

◆ 「テック系スタートアップ成長支援事業」
（実績・成果等）
・テクスタ宮城の設置・運営[Ｒ５]
・個別マッチング数：３８件[同上]
・支援対象数及び構成員数：１３０者 [同上]

半導体受託製造企業立地に関する基本合意


